
看護小規模多機能型居宅介護
しこくのかんたき
利用契約書

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を利用するに当たり、運営規定を含む重要事項の説明及び重要事項説明書の交付を受けて、次のとおり契約を締結します。

第1条（契約の目的）
　　一般社団法人在宅看護センター四国は　看護小規模多機能型居宅介護しこくのかんたき（以下「事業者」といいます。）は、要介護認定を受けた利用者（以下、「利用者」といいます。）に対し、介護保険法令・その他関係法令の趣旨に従って、利用者がその居宅において、必要に応じ療養上の管理を行いその有する能力に応じ自立した日常生活を営み在宅での生活が維持できるよう、指定看護小規模多機能型居宅介護サービスを提供します。

第2条（契約期間と更新）
1　本契約の契約期間は契約締結の日から要介護認定有効期間の満了日までとします。
　ただし、契約期間満了日以前に利用者が要介護状態区分の更新の認定を受け、要介護認定有効期限の満了日が更新された場合は、更新時の要介護認定の満了日をもって契約期間の満了日とします。
2　契約期間満了の7日前までに、利用者または利用者代理人から書面による契約終了の申し入れがない場合には、本契約は更に同じ条件で更新されるものとし、以後も同様とします。
3　本契約が自動更新された場合、更新後の契約期間は、期間経過の翌日から更新後の要介護認定有効期間の満了日とします。
　　ただし、契約期間満了日以前に利用者が要介護状態区分の変更の認定を受け、要介護認定有効期間の満了日が更新された場合、更新後の要介護認定有効期間の満了日をもって契約期間の満了日とします。

第3条（サービス計画の作成・変更）
1　事業者は、利用者の日常（療養）生活全般の状況及び希望を踏まえて、「居宅サービス計画」及び「看護小規模多機能型居宅介護サービス計画書」を作成します。
2　事業者は、利用者の要介護状態の軽減もしくは悪化の防止に資するよう、看護小規模多機能型居宅介護サービス計画書の目標を設定し、「居宅サービス計画」及び「看護小規模多機能型居宅介護計画書」に基づき計画的に行い、おおむね3ヶ月月以内に見直しをします。
3　事業者は、利用者が書面によりサービスの内容や提供方法等の変更を希望する場合、速やかに「居宅サービス計画」及び「看護小規模多機能型居宅介護計画書」の変更等の対応を行います。
4　事業者は、「居宅サービス計画」及び「看護小規模多機能型居宅介護計画書」の作成及び変更に当っては、その内容を利用者及びその家族に対し説明し同意を得て計画書を交付します。

第4条（サービスの内容及びその提供）
1　利用者が提供を受けるサービスの内容は、「重要事項説明書」（以下、「説明書」という。に定めたとおりです。
2　事業者は、前項の「説明書」を、その内容につき利用者及びその家族に説明し、書面による同意を得た上で交付します。
3　事業者は、「看護小規模多機能型居宅介護計画書」に基づき、利用者が日常生活を営む上で必要な援助を行います。
4　事業者は、常に利用者の心身の状況を適切に把握しつつ、必要なサービスを利用者の希望に沿って適切に提供します。
5　事業者は、サービスの提供記録を、この契約終了後5年間保管し利用者の書面による求めに応じて閲覧または複写物を交付します。

［サービスご利用に際してのお願い］
(1) お茶やお菓子など、お心付けなどは一切ご不要です。
(2) 見守りカメラの設置、職員の写真を撮影する場合、個人情報保護法に準じて事前に職員本人の同意を受けてください。
(3) ハラスメント行為などにより、健全な信頼関係を築くことが出来ないと判断した場合は、サービス中止や契約を解除することもあります。

［サービス利用にあたっての禁止事項について］
(1) 事業者の職員に対して行う暴言・暴力、嫌がらせ、誹謗中傷などの迷惑行為。
(2) パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの行為。
(3) サービス利用中に職員の写真や動画撮影、録音等を無断でＳＮＳ等に掲載すること。

第5条（緊急時の対応）
　　事業者は、現にサービスを行っているときに、利用者の病状の急変が生じた場合やその他必要な場合は、あらかじめ届けられた連絡先へ可能な限り速やかに連絡するとともに、主治医又は協力医療機関に連絡をとるなど必要な措置を講じます。

第6条（居宅サービス事業者との連携）
　　事業者は、サービス提供に当り、居宅サービス事業者及び地域の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する事業者との綿密な連携に努めます。

第7条（秘密保持・個人情報の保護）
1　事業者及び職員は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族の個人情報（個人情報保護法における定義に従います。）を正当な理由なく第三者に漏らしません。
　　なお、この守秘義務は契約終了後も同様です。
2　前項の規定にかかわらず、事業者は、以下の場合に限り利用者に関する心身等の情報を含む個人情報を提供できるものとします。その場合、個人情報利用の内容等の経過を記録します。
(1) 介護サービスの提供を受けるに当って、介護サービス事業者との間で開催されるサービス担当者会議において、利用者の状態及び家族の状況を把握するために必要な場合。
(2) 上記(1)の他に、介護サービス事業所との連絡調整のために必要な場合。
(3) 現に介護サービスの提供を受けている場合で、利用者が体調悪化又は怪我等で病院へ行った時で、医師・看護師等に説明をする場合。
(4) 介護保険サービスの質向上のための学会、研究会等（倫理的配慮が講じられているもの）での事例研究発表等。
(5) 事業所内の広報物又は家族会での説明等の場合。
3　利用者は、本契約の締結により前項の内容の個人情報の使用を了承するものとします。

第8条（賠償責任）
1　事業者は、サービス提供に当って故意又は過失により、利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合には、その損害を賠償します。
　　ただし、利用者に故意又は過失が認められ、かつ利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる場合には、損害賠償額を減ずることができるものとします。
2　事業者は、自己の責めに帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。
(1) 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合。
(2) 利用者が、サービス実施のため必要な事項に関する聴取、確認に対して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合。
(3) 利用者の急激な体調の変化等、事業者が実施したサービスを原因としない事由に専ら起因して損害が発生した場合。
(4) 利用者が、事業者及び職員の指示・依頼に反して行った行為に自由に専ら起因して損害が発生した場合。

第9条（利用者負担金及びその変更）
1　利用者は、サービスの対価として「重要事項説明書」の記載に従い利用者負担金を支払います。
2　利用者負担金のうち関係法令に基づいて定められたものが、契約期間中に変更になった場合、関係法令に従って改定後の利用者負担金が適用されます。その際には、事業者は事前に説明します。
3　事業者は、提供するサービスのうち、介護保険の適応を受けないものがある場合には、特にそのサービスの内容及び利用者負担金を説明し、利用者の同意を得ます。
4　事業者が、前項の利用者負担金の変更（増額又は減額）を行う場合には、利用者に対して変更予定日の7日前までに文書により説明し同意を得ます。

第10条（利用者負担金の支払い）
1　サービスが介護保険の適用を受ける場合には、原則としてサービスの１割若しくは2割をお支払いいただきます。
2　保険料の滞納などにより、サービス費の1割若しくは2割の「利用者負担金」で利用できなくなる場合は、一旦サービス費全額をお支払いいただき、後日、保険者から保険給付分の払い戻しを受ける手続きが必要となります。
3　事業者は当月の利用者負担金の請求に明細を付して、翌月中旬頃に利用者に請求し、利用者は次の方法により支払います。
(1) 事業者指定の金融機関への口座振込
(2) 現金による事業者への支払い
(3) 預金口座振替による支払い
料金の引落しを希望される場合には毎月27日（休日の場合は翌営業日）に指定金融機関口座より引落しされます。

第11条（利用者負担金の滞納）
1　利用者が正当な理由なく利用者負担金を3ヶ月以上滞納した場合には、事業者は文書により14日以内に滞納額の全額を支払わなければ、契約を解約する旨の催告をすることができます。
2　前項の催告をしたときは、事業者は利用者の日常生活を維持する見地から「居宅サービス計画」の変更、介護保険外の公的サービスの利用等について地域包括支援センター等との必要な協議を行うようにする。
3　事業者は、前項に定める調整の努力を行い、かつ第1項に定める期間が満了した場合には、文書で通知することによりこの契約を解約することができます。
4　事業者は、前項の規定により解約に至るまでは、滞納を理由としてサービスの提供を拒むことはありません。

第12条（契約の満了）
　　次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。ただし、終了事由が発生し契約が終了したにもかかわらず事業者が行ったサービスの対価は利用者がこれを負担します。
(1) 利用者の要介護認定区分が、自立（非該当）又は要支援と認定されたとき
(2) 利用者が死亡したとき
(3) 利用者の所在が4週間以上不明になったとき
(4) 第11条、第13条又は第14条に基づき本契約が解約又は解除された場合

第13条（利用者の解約権）
1　利用者は事業者に対して、1週間の予告期間をおいて、この契約を解約することができます。なおこの場合、事業所は利用者に対し、文書による確認を求めることができます。
　　ただし、利用者の病状の急変、急な入院などやむを得ない事情がある場合は、直ちにこの契約を解約することができます。
2　次の事由に該当した場合は、利用者は文書で通知することにより、直ちに契約を解約することができます。
(1) 事業者が、正当な理由なくサービスを提供しないとき
(2) 事業者が、利用者やその家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行ったとき

第14条（事業者の解約権）
　　事業者は、利用者が以下事項に該当する場合には、本契約を解除することができます。
(1) 利用者が契約締結時及び契約期間中に、その心身の状況及び病歴等の重要事項について故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合
(2) 第11条による場合
(3) 利用者が法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、事業者の再三の申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合
(4) 利用者が病院などに入院し、明らかに1ヶ月以内に退院できる見込みがない場合又は入院後1ヶ月経過しても退院できないことが明らかになった場合
(5) 暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずるもの又はその構成員（以下これらを「反社会的勢力」という）に該当する場合

第15条（事業者の責任によらない理由によるサービスの実施不能）
　事業者は、本契約の有効期間中、地震・噴火の天災その他自己の責に帰すべからざる事由によりサービスの実施ができなくなった場合には、契約者に対して既に実施したサービスを除いて、所定のサービス利用料金の支払いを請求することはできないものとします。

第16条【事業者の責任によらない事由によるサービスの実施不能】
事業者は、本契約の期間中、地震・噴火などの天災その他自己の責による事由によりサービスの実施が出来なくなった場合には、契約者に対して既に実施したサービスを除いて、所定のサービス料金の支払いを請求することはできないものとします。

第17条（契約終了時の援助）
　　契約を解除又は終了する場合には、事業者はあらかじめ居宅介護支援事業者に対する情報の提供を行うとともに、その他の保健医療サービス又は福祉サービス提供者と連携し、利用者に対して必要な援助を行います。

第18条（苦情処理）
　　事業者は、利用者又はその家族からの看護小規模多機能型居宅介護事業に関する相談、苦情等に対する窓口を設置し、迅速かつ適切に対応しサービスの向上及び改善に努めます。
２　事業者は、利用者が苦情申立を行った場合、これを事由としていかなる不利益な扱いもいたしません。
３　利用者は、介護保険法令に従い、市町村及び国民健康保険団体連合会等の苦情申立機関に苦情を申し立てることができます。

第 19 条（虐待の防止）
事業者は、利用者の人権の擁護および虐待の防止のため、必要な体制を整備するとともに、その従業者に対し定期的な研修を実施する等の措置を講じるものとします。
2 事業者は、サービス提供等において虐待が発生し、またはその疑いがある場合には、速やかに市町村等関係機関に通報し、適切な対応をとります。

第 20 条（身体拘束等の禁止）
事業者は、サービスの提供にあたっては、利用者の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行いません。
2 事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様および時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由（緊急性、非代替性、一時性の3要件）を厳密に確認・記録し、本人または家族に事前に説明を行い、同意を得るものとします。

第 21 条（感染症の予防および対策）
事業者は、事業所における感染症の発生および蔓延を予防するため、必要な衛生管理体制を整備し、ガイドラインの策定、委員会の設置、職員に対する定期的な研修および訓練（シミュレーション）を実施します。

第 22 条（業務継続計画（BCP）の策定等）
事業者は、感染症や自然災害の発生時においても必要なサービスが継続的に提供できるよう、業務継続計画（BCP）を策定し、これに基づき職員への研修および訓練（シミュレーション）を実施するとともに、定期的な見直しを行います。

第 23 条（ハラスメントの防止措置および対応）
事業者は、適切なサービス提供の環境を維持するため、従業者に対する職場内ハラスメント（パワーハラスメント、セクシャルハラスメント等）の防止体制を整備します。
2 利用者またはその家族等による、従業者に対する暴言、暴力、威迫、過度な要求、セクシャルハラスメントその他著しい不信行為・ハラスメント行為（カスタマーハラスメント）により、安全かつ円滑なサービス提供や契約の継続が困難となった場合、事業者はその理由を明記した文書により本契約を解除することができます。

第24条（代理人）
　　利用者は、代理人を選任することができます。ただし、代理人がその代理権を行使する場合は、事業者に対し、その権限を証する書面を提示してこれを行うこととします。

第25条（裁判管轄）
この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、事業者の住所地を管轄する裁判所を管轄裁判所とすることとさせていただきます。

第26条（契約外事項）
　　この契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところによります。

第27条（協議事項）
　　この契約に関して問題が生じた場合は、第1条記載の目的のため、当事者が互いに信義に従い、誠実に協議したうえで解決するものとします。

附　則
この契約書は、令和5年4月1日から施行する。








看護小規模多機能型居宅介護事業所　
しこくのかんたき
重要事項説明書

1.　事業の目的と運営方針
1 指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成11年厚生省第37号）第59条に規定する訪問看護の基本方針及び四国中央市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」（平成25年3月22日条例第3号）（以下「基準条例」という。）第9章第１節(第190条)に規定する看護小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて行います。
2 前項の訪問看護は、要介護状態になった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮して、その療養生活を支援し心身の機能の維持回復を行い、看護小規模多機能型居宅介護は、要介護状態となった場合においても、心身の特性を踏まえて、利用者が可能な限り住み慣れたその居宅において自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の状態や希望に応じて、通い・泊まり・訪問を柔軟に組み合わせ、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排泄、食事等の日常生活上必要な介護、療養上の世話、看護に伴う医療処置及び機能訓練等を行います。
3 利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止に資するよう、その目標を設定　し計画的に行います。　
4 利用者の意志及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めます。
5 事業の実施に当たっては、利用者の所在する市町村、居宅介護事業者、地域包括支援センター、保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者、地域住民等との連携に努めます。
6 指定看護小規模多機能型居宅介護の提供の終了に関しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、主治医への情報提供を行います。
7 その他、基準条例を厳守し、事業を実施します。

2.　事業者の内容
1 提供できるサービスの種類と地域
	事業所種別
	看護小規模多機能型居宅介護　　

	事業所名
	看護小規模多機能型居宅介護　しこくのかんたき

	指定番号
	３８９１３００４２２

	所在地
	愛媛県四国中央市川之江町字井地山980番6

	管理者の氏名
	尾﨑　共代

	電話番号
	0896-77-5057

	FAX番号
	0896-77-5430

	サービスを提供する地域
	四国中央市



2 事業者の従業者体制
	職名
	資格
	職務の内容
	常勤
	非常勤
	合計

	所長/管理者
	看護師
	法人の各種方針等の伝達及び
	1名

	
	1名

	
	
	内容の協議、意識統一職員、業務等における一元的管理
	
	
	

	副所長
	介護福祉士
	
	１名
	
	1名

	介護支援専門員（兼）　
	介護支援専門員　　
	小規模多機能型居宅介護計画の作成　等
	1名　　以上
	
	1名　以上

	看護職員
	看護師
	療養上の世話及び診療の補助
看護分野における医療的処置
心身の健康管理
保健衛生管理等の看護業務　等
	1名　　以上
	
	2.5人以上

	介護職員（兼）
	看護師
准看護師
介護福祉士
介護員
理学療法士
作業療法士
	適切な日常生活の援助
心身の機能訓練の実施　等
	3名　　以上
	2名　　以上
	5名
以上



3 営業日、及び営業時間
	営業日
	365日

	営業時間
	24時間

	通いサービス
	午前9時00分～午後16時30分　（月～金曜日）

	泊まりサービス
	午後6時00分～翌午前9時00分

	訪問看護サービス
	午前9時00分～午後5時30分（24時間連絡対応体制）

	訪問介護サービス
	午前8時30分～午後5時30分（その他随時対応）


4 利用定員
	登録定員
	29名

	通所サービスの利用定員
	18名

	宿泊サービスの利用定員
	9名



5 設備の概要
・宿泊室　　9室
利用者の居室は、原則個室（定員1名）とし、宿泊に必要な寝具・備品を備えます。
・食堂兼居間
利用者が使用できる十分な広さを備えた食堂を設け、利用者が使用できるテーブル・椅子・ソファー・食器等の備品類を備えています。また、テーブルは折りたたみができるため、随時スペースの調整ができます。
・浴室
浴室には多様な利用者が使用できるよう、自立した入浴から、搬送車を使った入浴まで個々に合わせた入浴が可能な機械浴を設置しています。また、寝たきりの方用にストレッチャー浴ができる浴槽も完備しています。
・コミュニティースペース
利用者や地域住民のコミュニティが取れるようネット回線が完備され、コロナ等の感染時にも遠隔で連携が図れるようにしています。また、地域健康増進活動もできるようにしています。
・その他の設備
その他に、台所・多目的トイレ等の設備を設けております。トイレは車いすやウロストミー等の対応が出来ます。
3.　サービスの内容
利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、他の従業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容を記載した看護小規模多機能型居宅介護計画を作成するとともに、これを基本としつつ、利用者の日々の状態、希望等を勘案し、随時、適切に通いサービス、訪問サービス又は宿泊サービスを組み合わせた支援を提供します。
1 通いサービス……　事業所において、食事、入浴、排泄等の日常生活上の世話、機能訓練等を行います。
2 訪問サービス……利用者宅を訪問し、食事、入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練等を行います。
3 宿泊サービス……　一時的な事業所への入所となり、食事、入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練等を行います。
4 看護サービス……　主治医が看護サービスの必要性を認めたものに限り、訪問看護指示書に基づき、主治医との連携を図りながら、通い・訪問・宿泊において看護サービスの提供を行います。
5 送迎について……　午後6時以降の送迎については、各利用者様で手配していただくことになります。
　　　
4.　利用料金
厚生労働大臣が定める基準によるものであり、当該看護小規模多機能型居宅介護事業所が法定代理受領サービスであるときには、介護保険法による介護報酬の告知上の額として設定します。
■介護報酬告示額（介護保険の給付対象となるサービスの利用料金）別表1
■その他の費用（介護保険の給付対象外となるサービスの利用料金）別表2
①　支払い方法
毎月、20日頃までに前月分の請求をいたしますので、月末までにお支払ください。お支払いいただきますと、領収書を発行いたします。
お支払方法は、事業所へ支払い、銀行振込、預金口座振替による支払い　のいずれかとなります。
料金の引き落としを希望される場合には毎月27日（休日の場合は翌営業日）に指定金融機関口座より引き落しされます。
2 償還払い
介護保険料等の未納等にて償還払いの対象になった場合には、全額を自己負担後、条件が改善された時に保険者に届けることで介護報酬分が払い戻されます。

5.　サービスの利用方法
1 サービスの利用開始
　　　　まずは、お電話等でご連絡ください。
　　　　ご利用期間等を決定ののち、契約を結び、サービスの提供を開始します。
　　　　※居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員等にご相談ください。
2 サービスの終了
I. 利用者様の都合でサービスを終了する場合
　　　　　サービスの終了を希望する日の1週間前までに文書でお申し出ください。
II. 事業所の都合でサービスを終了する場合
人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がございます。その場合は、1ヶ月前までに文書で通知いたします。
III. 自動終了
　　　　　以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。
　　　　　・利用者様が介護保険施設に入所した場合
　　　　　・介護保険給付でサービスを受けていた利用者様の要介護認定区分が、要支援１、２、非該当（自立）と認定された場合
　　　　　・利用者様がお亡くなりになった場合
IV. その他
　　　　　・当事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、利用者様やそのご家族様等に対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または当社が破産した場合、利用者様は文書で解約を通知することによって即座にサービスを終了することができます。
　　　　　・利用者様が、サービス料金のお支払いを3ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにもかかわらず14日以内に支払わない場合、利用者様が正当な理由なくサービスの中止をしばしば繰り返した場合、利用者様が入院もしくは病気等により1ヶ月以上にわたってサービスが利用できない状態であることが明らかになった場合、または利用者様やご家族様などが当事業所や当事業所の従業員に対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより、即座に契約を終了させていただく場合がございます。
　　　　　
6.　サービス利用に当たっての留意事項
1 ご自分の力でできることについては、ご自分の力を活用ください。
2 利用者又はそのご家族が、体調の変化等があった際には事業所の従業者にご一報ください
3 サービス利用中において、他人への迷惑行為等が著しく、注意による改善の協力が得られない場合はサービスを終了させていただくこともあります。
4 細心の注意を図りますが、身体拘束を行なわないため、万が一、転倒転落・無断外出等が生じた場合は、速やかに必要な処置を講じるとともに、ご家族のご理解とご協力をお願いいたします。
5 事業所内での金銭及び食物などのやり取りは、ご遠慮ください。
6 職員に対する贈物や飲食のもてなしは、お受けしていません。
7 利用者様本人もしくは、家族様から利用者様のケア記録等の閲覧の希望がありましたら開示いたします。

7.　非常災害対策
事業所は、非常災害その他緊急の事態に備え、必要な設備を備えるとともに、常に関係機関と連絡を密にし、とるべき措置についてあらかじめ防災計画を作成し、防災計画に基づき、年2回以上、利用者及び職員等の訓練を行います。
1 防災時の対応
　　　　別途定める防災計画に基づき対応します。
2 防災設備
　　　　避難通報装置、避難誘導灯、消火器を配置しており安全の確保に努めていきます。
3 防災訓練
　　　　年間計画に沿って年2回実施します。
4 防火管理者
　　　　　細川　卓幹（防災士・防火管理者・防災管理者）

8.　緊急時の対応
　　サービス提供時間に利用者の病状が急変した場合には、その他必要な場合は、速やかに主治医や協力医療機関、救急隊への連絡等必要な措置を講じます。ほか、ご家族の方に速やかに連絡するとともに管理者に報告を行います。

9.　事故発生時の対応
　　サービス提供により事故が発生した場合には、ご家族、市町村、関係機関等への連絡を行うなど必要な措置を講じるとともに管理者に報告を行います。また、事故の状況や事故に際してとった処置について記録し、賠償すべき事故の場合には、損害賠償を速やかに行います。

10.　守秘義務に関する対応
　　事業者及び従業者は、業務上知り得た利用者又は家族の秘密を保守します。
　　また、退職後においてもこれらの秘密を保守すべき旨を、従業者との雇用契約の内容としています。

11.　利用者の尊厳
　　利用者の人権・プライバシー保護のため業務マニュアルを作成し、従業者教育を行います。

12.　運営推進会議の設置
1 事業所の運営に当たっては、地域住民又は住民の活動との連携や協力を行うなど、地域との交流に努めます。
2 事業所は、地域の行政、又は地域包括支援センターの職員、地域住民の代表者、家族の代表者等により構成された運営推進会議を設置します。
3 運営推進会議の開催は、概ね2ヶ月に1回とします。

13．安全管理・虐待防止・ハラスメント対策等の体制
当事業所では、関係法令に基づき、利用者の安心・安全な生活の確保および適切な
サービス提供のため、以下の体制を整備しています。

 ・高齢者虐待防止のための措置
（1）虐待防止対策委員会の設置および定期的な開催（年４回）
（2）高齢者虐待防止に関する指針の整備
（3）従業者に対する定期的な研修の実施（年１回）
（4）虐待防止に関する担当者の配置（担当者：尾﨑 共代）
（5）虐待発生・疑い発生時における市町村等への速やかな通報体制の構築

 ・身体拘束等の廃止・防止に向けた取り組み
（1）原則として身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。
（2）緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合は、以下の「3要件」をすべて満たす
場合に限り、厳格な手続き（説明と同意、経過の記録）を経て最小限の範囲で
実施します。
  ① 切迫性（利用者の生命・身体が危険に晒される可能性が著しく高いこと）
  ② 非代替性（身体拘束以外に代替する看護・介護方法がないこと）
  ③ 一時性（身体拘束を行う時間が一時的なものであること）

 ・感染症対策体制の整備
（1）感染症対策委員会の設置および定期的な開催（年２回）
（2）感染予防および対策のためのガイドラインの策定
（3）従業者に対する定期的な研修（年１回）および訓練・シミュレーションの実施
（年１回）

 ・業務継続計画（BCP）の策定・運用
（1）感染症の蔓延および地震等の自然災害発生時に備えた業務継続計画（BCP）の策定
（2）BCPに基づいた従業者に対する研修（年１回）および訓練（シミュレーション）の
実施
（3）定期的な計画の見直しおよび見直しに伴う体制強化

 ・ハラスメント防止および良好な支援環境の確保
（1）職場内ハラスメント（パワハラ・セクハラ等）防止のための体制整備および相談
窓口の設置
（2）カスタマーハラスメント（利用者・家族等からの暴言・暴力・迷惑行為・理不尽な要求等）への組織的対応体制の整備
（3）安全なサービス提供が著しく害されると判断された場合のしかるべき措置（相談、警察等への連絡、契約解除等）の規定





14.　苦情相談窓口
　　当事業所ご利用者相談・苦情担当
　　　苦情受付担当者　　　管理者　尾﨑 共代　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　0896-77-5057
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX　 0896-77-5430
当事業所以外に、公共機関においても苦情申し出ができます。
四国中央市　介護保険課　　　　　　電話　0896-28-6025
愛媛県国民健康保険団体連合会　　　電話　089-968-8800

［受付時間］土日・祝日・12/29～1/3以外の午前8時30分～午後5時15分


15.　協力医療機関
　　　　　　名　称　　　公立学校共済組合　四国中央病院
　　　　　　住　所　　　〒799-0193　四国中央市川之江町2233番地
　　　　　　電　話　　　0896-58-3515

16.　損害賠償について
　　当事業所において、事業所の責任によりご利用者様に生じた損害については、事業所は、速やかにその損害を賠償します。守秘義務に違反した場合も同様とします。
ただし、損害の発生について、利用者様に故意又は過失が認められた場合には、利用者様の置かれた心身の状況等を斟酌して減額するのが相当と認められた場合には、事業所の損害賠償責任を減じさせていただきます。

17.　合意裁判管轄について
　　サービスの利用により生ずる権利義務に関する訴訟については、一般社団法人在宅看護センターを管轄する愛媛県西条市支部を第一審管轄裁判所とさせていただきます。
　　
18.　法人の概要
　　　　名称・法人種別　　　一般社団法人　在宅看護センター四国
　　　　代表者役職・氏名　　代表理事　尾﨑　共代
　　　　所在地　　　　　　　愛媛県四国中央市土居町上野甲1197-1
　
19.　第三者による評価の実施状況
　　　　なし（2024年4月1日時点）

附　則
この説明書は、令和5年4月1日から施行する。

個人情報使用に関する目的

Ⅰ．個人情報利用の目的

1. 医療・介護サービスの提供
１） 保険証や診療情報提供書、（介護予防）訪問看護指示書、（介護予防）訪問看護計画書、居宅（介護予防）サービス計画書などの個人情報は、利用者様への医療・介護提供のために利用します。（カルテ作成、検索、取出し、保険確認、本人確認等、医療・介護行為全てに使用されます。保険証はカルテ作成時の転記ミス防止の為コピーを1部とらせていただく場合があります。）
２） 医療・介護の質の向上や安全確保、医療や介護の事故未然防止のための分析や報告に利用します。

1. 医療・介護連携
１） 利用者様が継続的によい医療・介護を受けられるよう、診療や介護に関する情報を外部の病院、診療所、施設等との医療・介護連携を行うために互いに情報交換を致します。この情報は患者様・利用者様の医療や介護の為だけに利用します。
２） 利用者様への医療や介護提供のため、外部の医師等の意見、助言を求めるために利用します。

1. 病状・経過等の説明
　利用者様への医療や介護提供に際して、了解を得たご家族等への病状、経過等の説明を行うため利用します。

1. 学会・研究、研修、検討会
　法人内で職員を対象とした研修・検討会で、また、学会や研究等で医療や介護の発展を目的として個人情報を利用する場合がありますが、この場合は個人が特定されないよう匿名化して使用します。匿名化が困難な場合はご本人に通知の上同意を得ます。

1. 医事会計（介護を含む）・保険請求業務
　医事会計（介護を含む）業務及び保険請求業務（審査支払機関や保険者へのレセプト提出や照会への回答）に使用するほか、場合により未収金発生時にはその督促、回収業務に使用します。
1. その他
１） 賠償責任保険などに係る、医療に関する専門の団体、保険会社等への相談又は届出等。
２） 第三者機関への質の向上・安全確保・医療事故対応・未然防止のための報告。

Ⅱ．条件
　       　個人情報の提供は、必要最小限として、提供にあたって関係者以外の者に情報が漏れることがないように細心の注意をし利用します。



個人情報使用同意書


私及びその家族の個人情報については、次に記載するところにより必要最小限の範囲内で使用する事に同意します。

１　使用する目的
　　介護保険法に関する法令に従い、当該事業所が私の（介護予防）訪問看護計画に基づき、訪問看護サービス等を円滑に実施するにあたって必要な場合。

２　使用にあたっての条件
１） 個人情報の提供は、１に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際に関係者以外には漏れることのないよう細心の注意を払うこと。
２） 事業者は、個人情報を使用した会議、相手方について記録しておくこと。
















上記の契約を証するため、本書 2 通を作成し、契約者、事業者が記名捺印のうえ、契約者及び事業者が各 1 通を保有するものとします。

令和　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　利用者　　　　　住所　　　　
　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　上記代理人（家族代表者　続柄　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　印


　　事業者　　　一般社団法人在宅看護センター四国
　　代表者　　　尾﨑 共代　　　　　　　                 印
事業所名　　看護小規模多機能型介護　しこくのかんたき
住所　　　　　　四国中央市川之江町字井地山980番6
管理者　　　尾﨑 共代　　　　　　　                 印
事業所名　　日本財団在宅看護センターしこく
住所	　　　四国中央市川之江町字井地山980番6
管理者　　　尾﨑　共代	　　　　　　                印
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